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公共投資理論の展望

要約

  本稿は民間企業部門と公共部門との社会的機能についての明確な区分を行うことによっ

て，公共投資の存在意義を理論的に基礎付け，現実に使用される代表的な公共投資規準に

ついて，モデルに則して理論的説明・解釈を与えるとともに，具体的な公共投資決定にお

いて重要なトピックスを選択して解説を加える。

１．経済が完全競争市場機構により運営され，外部経済・不経済性が存在しないと仮定す

  ると，投資は財の投入活動として，また投資プロジェクトは経済に存在する財・サービ

  スを投入して，他の財・サービスを生産する活動として定義できる。

    採算性の社会厚生上の意義は，①社会的に有用な全ての投資プロジェクトに対して，

  市場経済は必ず正の利潤をもって報いるため，民間企業の手で実行される誘因を持つと

  いうこと，②仮に情報の不完全性の問題等によって，民間企業が実行できないプロジェ

  クトであっても，公共部門がこれを実行するか否かを決定する場合に，現行の市場価格

  で評価した採算性が存在するか否かという極めて簡単な公共投資規準を用いて，投資プ

  ロジェクトの評価ができること，である。

２．部分均衡分析の意義は，①範囲を特殊化することにより，モデルの経済的意味が極め

  て明断に把握できること，②部分均衡分析の範囲内においては，社会的余剰基準という

  簡単な原理に基づいて統一的な公共投資基準を導出できること，である。

    固定費用を伴う平均費用逓減型の産業においては，小規模のプロジェクトとしては有

  用でなくとも，大規模な投資プロジェクトとしては，採算が取れなくとも社会的に有用

  である場合が多いため，この場合には採算性をその基準として使用することはできない。

  部分均衡分析の範囲内において，この場合にその基準として使用できるものは社会的余

  剰の極大化である。しかし社会的余剰の概念を用いた社会厚生の評価を，部分均衡分析

  の場合における前提条件を外した一般均衡分析の範囲内で行うと限界が生じる。その一

  つは必要情報量が膨大になることであり，もう一つは消費者余剰の場合に，経路独立性

  という重大な限界が生ずることである。

３．指数の理論は，投資前後の価格・消費体系の情報を必要とするのみであるため，需要

  ・供給曲線の形状全体の情報を必要とする社会的余剰分析よりもはるかに要求情報量が

  少ない。この理論の問題点は投資プロジェクトの採否に関して，一定の十分条件を与え

  るにとどまり，必要十分条件を与えることができない点にある。つまりプロジェクトの

  結果採否いずれの基準も満足されないような広範な領域が存在し，それらの計画につ

  いては指数基準は何事も語ることができないのである。

４．完全競争の前提を満足しないような次善経済においては，消費者価格と生産者価格と
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  は均等ではなく，公共投資便益は消費増のもたらす効用の増加と生産者価格の低下に伴
  う私企業の生産量及び費用の減少分の和で表される。従って，消費者価格による収益は

  便益を過大推定し，逆に生産者価格による収益は便益を過少推定することになる。

    この結果に関する解釈は，①次善経済における採算性基準は投資プロジェクトによる

  収入に加えて，税収を含めての採算性があるか否かによって投資プロジェクトの採否を

  決めるべきであること，②生産者価格と消費者価格の加重平均値が公共投資の真のシャ

  ドープライスとなること，が考えられる。後者はＨａｒｂｅｒｇｅｒの加重平均ルールと呼ばれ

  ており，この前提条件は，各消費者への所得移転を自由に行うことができ，価格のディ

  ストーションは不変であるという点である。

    これに対し，Ｄｉａｍｏｎｄ－Ｍｉｍｅｅｓ ( 19 7 1)は全ての間接税が最適に選択できるが，

  消費者への所得移転を行えないという前提の下で，公共投資基準を考慮した。その結論

  は，生産に関する収穫一定もしくは企業利潤への100％課税が可能な状況では，経済全

  体の生産効率性が次善最適の必要条件となるというものである。従って，生産者価格を

  用いた採算性がプロジェクト採算の基準となる。このように両者は両極端な仮定を立て

  ているが，現実はこの中間であり，個人間の所得移転も変更できる消費税率も部分的で

  あろう。

５．外部性は市場価格に反映されないため，市場価格を基礎とするデータを用いて，外部

  性を持った投資計画の評価を行うことは著しくむづかしい。これに対して，ヘドニック

  ・アプローチは，一定の前提条件の下では外部効果の査定に市場価格情報を使用するこ

  とが可能であると主張する。それは，我々は品質の高い財がより低品質の同一種の財よ

  りも高い価格で流通するのを経験的に知っており，それと同様に，外部効果をもたらす

  サービスの価値は，その消費と不可分な私有財の価格に反映されるはずだと考えられる

  ためである。

    公共投資便益が地価の上昇に帰着するための前提条件とは，①公共投資が国内の或る

  一定地域のみに及ぶこと，②住民の地域間移動は自由かつ無費用であること，③民間企

  業は収穫一定の生産技術を持ち，長期的には超過利潤がゼロになるように競争的に行動

  していること，④公共投資の生ずる地域は経済全体と比べて十分小さいため，公共投資

  が生じても他地域の効用は一定であり，住民移動の結果として当地域の効用水準は他地

  域の効用と等しいこと，である。

６．経済的に有意味な，真の異時点間の財の相対価格の体系は，各時点における財のス

  ポットプライスをニュメレール財の利子率を用いて割り引いたものである。これまでに

  論じた諸基準を異時点経済へと拡張する場合に，この割引価格の体系を使用することが

  重要である。通常，家計は貯蓄主体であり，企業は投資主体であるが，金融機関が仲介

  による利益を得るためには，貸付利子率よりも貸入利子率が高くなければならない。ま

  た，貸付利子への利子課税によって税率分だけ高くなる。この結果，最適の場合に比べ

  て過少貯蓄の状態が生じており，この場合，公共投資収益の評価にあたって，加重平均

  ルールが当てはめられねばならないため，民間企業の生産における資本の限界効率より

  も低い割引率を用いて公共投資の採算を評価することが正当化できる。

７．これまでの代表的消費者の仮定を放棄して，複数の異なる消費者の存在する経済にお

  いて，新古典派経済学ではこれまで論じてきた公共投資基準を適用する際に，社会的余

  剰の計測においては市場需要曲線を用い，またＨａｒｂｅｒｇｅｒのシャドープライスの計測の
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  本稿は公共投資の基準を与える諸理論につ

いての体系的な展望を試みる。投資の概念は，

民間企業について用いられる場合には長期的

な利潤もしくは株価の極大化の観点から資本

設備を購入したり在庫を保有することを指す

が，公共投資の場合には主として長期的視野

に立って社会厚生の極大化の観点から公共部

門が一定の資源を投入して公的資本を形成す

ることを意味している。このような公的資本

は制度上は政府ないし公企業によって保有さ

れるという点で民間企業と区別されるのであ

るが，その背景において何故それらの資本は

民間企業と異なる公共部門の管理下に置かれ

るのかに関する経済理論上の正当化が必要と

なる。またこのように民間企業部門と公共部

門の社会的機能についての明確な区分を行う

ことによって，市場経済における両者の役割

分担がどのようであるべきかを理解しうると

ともに，公共部門はどのような目的を持って

どのような基準に従って投資行動を行うべき

かを民間企業との対比において明らかにする

ことができるのである。

  そこで本稿は，公共投資の存在意義を理論

的に基礎付け，現実に使用される幾つかの代

表的公共投資基準についてモデルに即して厳

密に理論的説明・解釈を与えるとともに，具

体的な公共投資決定において重要なトピック

を選択して詳しく解説を加える。

  まず第１章では投資の概念を定義したあと，

投資を含む民間企業行動の社会厚生上の意義

を説明する。次に第２章では民間企業の活動

によっては投資活動が社会的に最適となりえ

ない場合を部分均衡分析を用いて例示する。

そして，部分均衡分析の範囲内で社会的に望

ましい投資の基準がどうあるべきであるかを

示すとともに，部分均衡分析の意義と限界を

明らかにする。第３章では一般均衡分析に

戻って，もうひとつの有力な公共投資基準で

ある指数基準の意義と限界とを説明する。第

４章では，対象とする経済が完全競争の前提

を満足しない場合にこれまでの公共投資基準

がどのように修正されねばならないかを検討

する。特に第1章で説明した企業利潤の社会

厚生上の意義が不完全競争的な経済において

は成立しえないことを示し，これに代わる公

共投資基準を提示する。このような次善的経

済の公共投資基準は多くの論者たちによって

様々に論じられて来たが，このうちＤｉａｍｏｎｄ

－Ｍｉｒｒｌｅｅｓ ,Ｈａｒｂｅｒｇｅｒ，による諸基準を特に

本質的なものとしてとりあげ，これらの基準

がどのような前提条件の相違にもとづいて分

化したかを説明する。第５章では，外部性

ための需要・供給の価格弾力性も市場需給のそれらを用いるとする。これらの公共投資

基準を満足し得るような投資計画であり，且つ投資の実行と共に全ての個人間の所得移

転を完全に行い得るならば，この投資計画と適当な所得移転計画との組合せによって，

全ての個人の効用を改善することが可能になる。この意味で，これらの投資基準は複数

の消費者の存在する経済でも依然として社会的に有用である。

  しかし，一括固定額による所得移転は現実には不可能であり，経済全成員の公共投資

に基づく得失を調べて所得補償のプログラムを用意することは非現実的である。これに

対してＨｉｃｋｓ－Ｋａｌｄｏｒは「もしも，公共投資の結果，適切な所得移転によって全ての個

人の効用を改善できるならば，たとえ現実にこの補償行為が行われなくとも投資の実行

を社会的に容認すべきである｡」と主張した。これに対する評価は極めて難しいが，所

得の適切な移転に限界がある以上，公共投資基準に限らず，経済学者が経済効率性の観

点から行う政策提言の背後には，必ずこの考え方が潜んでいる。一括所得移転が不可能

ないし極めて不完全な状況では，我々は常に効率と平等との競合的選択に直面すること

を余儀なくされていることを十分認識しておくことは，現実の公共投資活動の選択に際

しても極めて重要である。
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の存在する公共計画の投資基準を説明する。

外部性は市場価格に反映されないために，市

場価格を基礎にするデータを用いて外部性を

持った投資計画の評価を行うことは著しく真

の投資価値にバイアスを与える。しかしなが

ら，一定の前提条件の下ではある種の市場価

格データが外部性を反映しうることがヘド

ニック・アプローチにより指摘されているた

め，このアプローチを説明する。第６章では,

これまでに提示した公共投資の諸基準を通時

的な経済において応用する手法を論ずる。最

後に第７章では，これまでの代表的消費者の

仮定を放棄して複数の異なる消費者の存在す

る経済において，これまでの議論がどのよう

に拡張できるかを検討する。特にＨｉ ｃｋ ｓ－

Ｋａｌｄｏｒの補償原理を詳しく説明し，この前提

を承認するならばこれまで単一消費者経済に

ついて述べられて来た命題のほぼ全てが複数

消費者経済においても妥当することを示す。

各章の末尾には，＊を付した別章があるが，

ここでは当該章で言葉と図によって説明され

た問題が数式を用いて形式上厳密に論証して

ある。これは初等の経済数学に知見を持つ読

者の理解を助けるためのものであるが，経済

学的に新しい内容を付加するものではないの

で，数学上の厳密性に興味のない読者は読み

飛ばしていただいても構わない。

Ⅰ．利閏の社会厚生的意義

  議論の出発点において投資の概念を定義し

ておこう。前提条件として，経済は完全競争

市場機構によって運営されており外部経済・

不経済性は存在しないとする。このため，全

ての財について完全競争市場が設定されて市

場価格が成立している。また，ここでの財は

物理的性質のみならず時間・空間においても

区分されているとする。例えば同じ物理的性

質を持った小麦でもそれがニューヨークにあ

るか東京にあるか，あるいは，今日手に入る

か一年後手に入るかで別々の財と考えるので

ある。

  以上のように財の概念を拡張しておけば可

変的生産要素の場合と同様に投資を財の投入

活動として定義できる。例えば，機械設備を

購入して十年間使用する投資活動の場合は十

年間毎年毎年機械を借り入れてサービスを利

用するという投入活動と同等になるから，こ

れら一連のサービスの投入活動に還元して理

解できる ( 注 1 ) 。民間企業の投資活動におい

ては，長期的な利潤極大化の観点に立って，

最適な投資水準が選択されることになる。周

知のように，我々がこの章で設定した前提条

件の下では，厚生経済学の基本定理によって

完全競争市場はパレート最適な資源配分を実

現する。従って民間企業の活動に委ねておけ

ば投資水準は社会的に最適となるのである
( 注 2 ) 。更にこの厚生経済学の基本定理は企

業数が一定であると前提して論証が為される

が，実は完全競争市場においては企業数もま

た最適である。つまり，既存企業の投資水準

が社会的に最適であるばかりでなく，新たな

社会的に有用な投資プロジェクトは民間企業

の手で実現可能なのである。このことを以下

で証明しよう。

  投資の定義の項で投資という行為が，複数

のサービス活動の投入行為として分解し理解

できることを説明したが，投資プロジェクト

(注１ )  新古典派投資理論は基本的にこのような着想から出発する。Ｊｏ ｒ ｇ ｅｎ ｓｏｎ ( 1 9 6 3 )  など参照。

(注 2 )  Ｄｅ ｂ ｒ ｅ ｕ ( 1 9 5 9 )  c h ６など参照。よりわかりやすいテキストとしては，奥野，鈴村 ( 1 9 8 8 )  な

      どがある。
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という用語において，我々は投資もしくは可

変的な投入活動を介して一定の財を供給する

活動を意味する。つまり，これは民間企業の

場合には新規参入と呼ばれるものに相当する

が，公共部門の活動であれば公共プロジェク

ト等々の名称で呼ばれるものを包括すると思

われる。どのような主体の供給によるにせよ，

投資プロジェクトは経済に存在する或る種の

財サービスを投入して，他の或る種の財サー

ビスを生産する活動であると定義できる。問

題はこの種の投資プロジェクトの社会的有用

性をどのように評価するかというものである。

  この経済には単一の消費者が存在すると仮

定しよう ( 注 3 )。この仮定は以後第６章まで

維持し，第７章で複数の消費者の存在する

ケースヘの拡張をまとめて論ずる。また投資

プロジェクトは経済全体の規模と比べて十分

に小規模であるため消費者・生産者の財の消

費・生産・投入量及び市場価格の体系を連続

的にのみ変化させるとする。経済にただひと

りの消費者しか存在しないので，この消費者

の効用水準を改善できる投資プロジェクトは

社会的に有用であり，逆に彼の効用水準を低

下させる計画は社会的に有用でない。投資プ

ロジェクトが小規模であるという仮定によっ

て，投資プロジェクトの導入に伴う効用の変

化は，代表的消費者による各財に対する限界

効用に消費の変化量を乗じ，これを全ての財

について足し合わせたもので近似できる( 注

4 )。ところが，消費者の効用極大化の仮定に

よって，財の限界効用は，財の市場価格と所

得の限界効用の積に等しいので，この関係を

利用すれば効用の変化分は，財の市場価格に

消費の変化量を乗じて全ての財について足し

合わせ，これに所得の限界効用を乗じたもの

で近似できる。ところで我々が興味を持つの

は，効用の変化分の大きさではなく，これが

正であるか否かであるが，所得の限界効用は

常に正であるために，結局市場価格で評価さ

れた消費量の変化の価額が正であれば効用の

変化もまた正となる，という対応関係を導く

ことができる。

  さて，投資プロジェクトの前後で全ての財

について需給均衡条件が満足されねばならな

いので，消費量の変化は既存企業の生産量の

変化と新規投資プロジェクトによる新たな財

の投入・産出との和に等しい。このため，市

場価格で評価された消費量変化の価額は，や

はり市場価格で評価された既存企業の生産量

変化の価額と，新規投資プロジェクトの市場

評価額もしくは利潤との和に等しい。とこ

ろが，利潤極大化の仮定より，市場価格で評

価された既存企業の生産量変化価額はゼロに

なるので，結局，投資プロジェクトの利潤と

市場価格による消費量の変化価額とは等しく

なる。この後者と効用の変化分との対応関係

に留意すれば，正の利潤を挙げうるプロジェ

クトは効用を増加させることができ，その逆

もまた真となるのである。

  このことは，厚生経済学の基本定理と並ん

で市場経済機構の最適性に関する重要な規範

的性質として強調されてよいであろう。その

意義の第一は，全ての社会的に有用な投資プ

ロジェクトに対しては必ず市場経済は，正の

利潤をもって報いるため，民間企業の手で実

行される誘因を持つということである。第二

の意義は，仮りに情報の不完全性の問題など

によって民間企業が実行できないプロジェク

トであっても公共部門がこれを実行するか否

かを決断する場合に現行市場価格で評価した

採算性が存在するか否かというきわめて簡単

な公共投資基準を用いて投資プロジェクトの

評価ができることである。

（注３）　もしも複数消費者の選好構造に一定の類似性があれば，経済にただ一人の消費者が存在する

      と考えても差支えない。このような条件はＧｏｒｍａｎ(1953) により考察されている。

（注４）　ここで消費量の変化という場合，余暇や住宅用の土地保有など，生産要素の留保需要による

      消費を含む。
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第１*章

  経済には総計Ｎ個の財が存在し，これらは

財の性質・時間・空間により区分される。ま

た各種の労働・土地など生産要素のサービス

も財の一種と考える。この経済の代表的消費

者は，効用関数ｕ(Ｘ1，Ｘ2，…，ＸN）を極

大にするように消費量Ｘ＝(Ｘ1，…，ＸN)  γ

を選ぶ。これらの消費の中には余暇，居住用

地など生産要素の留保需要も含まれる。各財

の価格ヴェクターをＰ＝(Ｐ1，…，ＰN)γ，消

費者の各種の財の保有量のヴェクターを X ＝

( X 1，…， X N ) γ，企業利潤の配当をΠ，公

共投資プロジェクトの配当をΠ gとすると，

消費者の予算制約式は

となり，λ＞０であるから，△ｕとＰγ△Ｘ

の符号は一致する。

  一方生産者は転形関数Ｔ(ｙ l，ｙ2，…，

ｙN)＝０を与件として，生産量ヴェクターｙ

＝(ｙl，ｙ2，…，ｙN )γを，利潤Π＝Ｐγｙを

極大にするように選択する。簡単のため生産

者はただひとりとするが，複数の生産者が存

在しても議論の本質は全く不変である。生産

量ヴェクターの各成分は，生産量を正，要素

投入量を負の値で表示するため，価格ヴェク

ターとの内積Ｐγｙが利潤をあらわすのである。

利潤極大化の一階の条件より，Ｐ i＝∂Ｔ／∂

ｙ i，i＝１，２，…，Ｎ，が成立するので，

転形関数を満足するｙの微少変化△ｙ＝(△

ｙ1，△ｙ2，△ｙN)γについて，

Ⅱ．社会的余剰分析の意義と限界

  前章では投資プロジェクトの規模が経済全

体と比べて十分に小さいと仮定したが，本章

では，この前提が満足されない場合には，利潤

が必ずしも社会厚生改善の基準となりえない

ことを示す。このような重要な反例を与える

ために，我々はひとまず部分均衡分析という

前章よりも一般性において劣るアプローチを

採用する。このような特殊化を行う形式論理

上の理由は，どのような特殊例であっても反

例はひとつ示しうることをもって十分とする

となり，効用の変化と投資プロジェクトの利

潤の符号が一致する。

が成立する。(4)式に(7)を代入し，(5)の関係を

利用すれば，

が成立する。ただし，投資プロジェクト実行

の前にはｙG＝０である。 X は投資プロジェ

クトによって不変だから，(6)式より

と近似できる。(2)式を(3)に代入すると，

が成立する。このλは所得の限界効用である。

投資プロジェクトの導入によって消費ヴェク

ターＸが変化して，その結果効用水準も変化

する。消費ヴェクターの変化を△Ｘ＝ (△

Ｘ1，△Ｘ2，…，△ＸN ) γとあらわすと，効

用の変化△ｕは投資プロジェクトが十分に小

規模な場合

で表わされる。ただし，(1)は投資プロジェク

トの前後を問わず妥当し，プロジェクト実行

前にはΠ g＝０である。(1)を制約条件として

効用関数ｕを極大化すると，一階の条件とし

て，

が成立する。他方新たな投資プロジェクトは

生産ヴェクターｙG。＝(ｙ
１

Ｇ，ｙ
２

Ｇ，…，ｙ
Ｎ

Ｇ)で

あらわされると仮定する。

  財市場の需給均衡条件より
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からであるが，部分均衡分析には，これ以上

の積極的な意義が存在することを強調してお

きたい。第一に，このような特殊化の結果，

モデルの経済的意味が極めて明析に把握でき

る。ここでの反例に即して言えばなぜ大規模

な投資プロジェクトについては採算性基準が

有効でないかを的確にっかむことができる。

第二に，大規模な投資計画，あるいは不完全

競争経済の場合など一般均衡分析の枠組の中

では，適切な公共投資基準を導くことの難し

い状況においても，部分均衡分析を用いるな

らば社会的余剰（ｓｏｃｉａｌ  ｓｕｒｐｌｕｓ）基準とい

う簡単な原理をもとに統一的な公共投資基準

を導出できる。実際のところ，我々が頻繁に

利用する公共投資基準の大部分が社会的余剰

基準とその応用であると言っても過言でない

であろう。しかしながら，これが部分均衡分

析の前提条件を満足しない状況においても濫

用されるならば，著しく誤解に満ちた公共投

資の評価を導いてしまうことに留意せねばな

らない。そこで本章では，上記の反例を出発

点としっっ，部分均衡分析が有効であるため

の前提条件を説明し，ここから社会的余剰基

準を導出しその意義と限界とを整理する。

  部分均衡分析とは，ひとことで言えば，ひ

とつの市場に焦点を絞ってモデルを構築し，

政策の効果を分析することであるが，一般均

衡的に言えば自らの市場の変化は，価格体系

及び所得の変化を通して他市場に影響を及ぼ

すし，その結果としての他市場での変化は再

び価格・所得の変化を介して自らの市場へと

はね返るという相互連関のうちにあるから，

このような分析戦略は一般には有効でない。

しかしながら，一定のより強い前提を立てる

ならば，このような他市場の影響を切離して

ひとつの市場を分析できる。このような前提

として，まず消費者の効用関数は，各財の消

費から得られる部分効用の和であらわされね

ばならない。第二にその中でも，ひとつの財

（ここでは財１）が特殊なポジションを占め

ねばならない。すなわち，この財に関しては

限界効用は一定でなくてはならない。(他財

については，限界効用は逓減する｡)このよ

うな特殊な位置にある財として通常考えられ

るのは貨幣である。貨幣は広範な一般受容性

を持っため，どれだけ保有しても限界効用が

逓減しないと考えるのである。このような前

提の下では，効用極大化の一階の条件は，財

の限界効用ｕ I ’ (Ｘ i )と価格Ｐ iの均等とい

う形を取る。(ｉ＝２，…，Ｎ)この結果２

からＮまでの財の需要量ｘ iは，自価格Ｐ iの

みの関数となり，他財の価格や所得に影響を

受けない。他方生産面でも転形関数に適当な

分離可能性の仮定を与えることによって，財

の供給関数は，自価格のみの関数とすること

ができる(注5)。

  以上の前提の下で，ひとつの財の市場の状

況は周知の需要一供給曲線図を用いて記述で

きる。図１に示されるように，需要曲線は限

界効用逓減の仮定によって右下がりとなり，

他方供給曲線はニュメレール財の限界生産力

逓減（もしくは限界費用逓増）の仮定の下で

右上がりとなる。

  さて図１においては需給均衡点Ｅで取引が

成立し，Ｐ＊

ｉの均衡価格でｑ
＊

ｉだけの取引が行

われる。ｑ＊

ｉだけの財の取引きを通してこの

社会に発生する便益はどのように査定される

であろうか?効用極大化の条件である（価

格)＝(限界効用)という関数から，需要曲線

の縦の高さは財消費の限界効用を表わしてい

る。ｑ＊

ｉだけの消費から得られる総効用ｕ
i

（ｑ＊

ｉ）は，限界効用を第１単位から，ｑ
＊

ｉ単

位まで足し合わせたものであるから，これは

ＤＥq＊ｉ０の面積であらわされる。ところが，

消費者はｕ i（ｑ
＊

ｉ）の効用を得るためにＰ
＊

ｉ

ｑ＊

ｉだけの金額を支出しているから，実際に

(注5) 生産要素に対する需給均衡も同じように，部分均衡分析で扱うことができる。なお，これら

      の仮定のうち本質的なのは，所得の限界効用一定の仮定であり，第一の仮定を落としても社会

      的余剰基準を用いることができる。
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この消費者が第１財から得る効用は，ｕ i(ｑ
＊

ｉ)

－Ｐ＊

ｉｑ
＊

ｉにとどまる。すなわち図１のＤＥＰ
＊

ｉ

である。これを消費者余剰(ｃｏｎｓｕｍｅｒｓ ’ｓｕｒ -

ｐ ｌｕｓ）と呼ぶ。これに対して，生産者はＰ＊

ｉ

ｑ＊

ｉの収入を得るが，そのために，生産費用

を支払わねばならない。利潤極大化の条件よ

り（価格)＝(限界費用)であるから，供給曲

線Ｓの縦の高さは限界費用をあらわす。ｑ＊

ｉだ

けの財を供給する総費用は，限界費用の和で

あるから供給曲線の下の部分の面積ＳＥｑ
＊

ｉ０

であらわされる。売上げから総費用を差し引

いたものは，生産者余剰（ｐｒｏｄｕｃｅ ｒ ｓ ’ｓｕｒ -

ｐ ｌｕｓ ）と呼ばれ，これは消費者に配当として

還付されるから，この部分もｉ財市場で生じ

た便益あるいは社会厚生の全体であり，図１

の場合ＤＥＳの面積であらわされる。経済全

体の社会厚生は，各財ｉ＝２，…，Ｎの市場

で発生する社会的余剰の総和に等しいが，い

まや各市場の価格－数量変数は市場ごとに全

く独立に決定するため，各市場ごとに社会的

余剰の最大化に努めることは，経済全体の厚

生極大化と斉合的になる。

  以上で道具立てがそろったので，これより

本章の目的である，投資の採算性と社会厚生

への正の貢献とが斉合的でなくなる反例を示

そう。前章で述べた小規模計画の評価は，

〔図Ⅱ〕におけるように財の供給を△ｙ1，△

ｙ2といった小規模な計画に分割して採算性

を評価する発想と言えよう。△ｙ2の長さが

十分小さいと仮定すれば，△ｙ1を供給する

限界利潤は（価格)－(限界費用)となり，こ

のうち価格は限界効用に等しいため，△ｙ1

の採算性と社会厚生への貢献とが対応するの

である。同じように△ｙ2，△ｙ3というよう

に少しずつ財の供給を増やして各々の採算性

を評価すれば，供給量はE点まで拡大して停

止するから，前章のような採算性によるアプ

ローチは社会的に最適なサービス供給を実現

できるのである。

  しかしながら，このようなアプローチが有

効なのは生産において固定費が存在しないこ

とに依存している。いま図Ⅱのような平均費

用曲線が成立しているとすれば，問題となる

生産の範囲では固定費の存在に伴う平均費用

逓減の現象が発生している。図Ⅱの場合，固

定費の大きさはＳＥＦＧで表わされるが，この

固定費は生産量と関係なく財の供給の開始と

ともに負担されねばならない。そこで，△

ｙ1というごくわずかな供給の開始において

も固定費の負担が必要となるため，例え，可

変費部分のみを考慮して利潤が正であっても

固定費を含めると大幅な赤字を記録してしま

うであろう。従って，採算性基準の観点から

は操業は望ましくない。

  しかしながら，このようなプロジェクトは

社会厚生に必ず，負の貢献しかなしえないで

あろうか。サービス供給が△ｙ1の水準にと

どまれば，なるほどその通りである。しかし

ながら，サービスの供給を十分に拡大すると

事情は変わってくる。例えば，サービス水準

がｑｋ

ｉまで拡張されだとすると，固定費部分

を除く社会的余剰はＤＥＳであらわされる。

一方固定費はＳＥＦＧであるから，もしもDES

がＳＥＦＧより大きければ，このサービスは社

会厚生に正の貢献を為しうるのである。

  このように設備の不分割性が存在する産業

（例えば，鉄道・高速道路・電力・ガス・通

信など謂わゆる‘公共性’の高い産業はこの

傾向が強い｡)においては小規模のプロジェ

クトとしては有用でなくとも，大規模投資プ

ロジェクトとしては社会的に有用である場合

が多く，この際採算性基準を使用することは

できない( 注 6 )。それではこの場合どのよう

な基準をもとにして，投資決定を行うべきで

あろうか？部分均衡分析の範囲内ではその基

準は社会的余剰の極大化として与えられる。

(注 6 )  例え収穫逓増が存在してもそれが生産要素の不分割性にもとづくのでなければ，プロジェク

      トを小規模プロジェク トに分割して採算性を評価する図Ⅱのようなアプローチが有用であり う

      る。Ａｏｋ ｉ ( 1 9 7 1 )  を参照せよ。このような収穫逓増はＫａ ｌ ｄ ｏ ｒの三乗則，あるいは分業の利益
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例えば図Ⅱのような産業の場合，ひとたび投

資プロジェクトが実現してしまえば，社会的

余剰を極大にするサービス供給量はｑ＊

ｉで与

えられ，このときの社会的便益の大きさはＤ

ＥＳで表わされる。しかしながら，ＤＥＳだけ

の便益を実現するのにＳＥＦＧだけの固定費が

必要である。もしも投資プロジェクトが実行

されてしまえば，固定費は取り返しがっかな

い埋没費用（ｓｕｎｋ  ｃｏｓｔ）であって機会費用

（ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ ｃｏｓｔ）という意味での経済的

費用( 注 7 )を構成しないが，投資の実行前に

おいては投資を断念することで固定費用分の

資源を他に運用できるから明らかに機会費用

である。以上より，投資決定の際の基準とし

て便益である社会的余剰と費用である固定費

が比較されねばならないことになる。

  このように，部分均衡分析の範囲において

は，社会的余剰の概念を用いて費用便益分析

を行うことができるが，このためには本章の

前半で説明されたような厳しい仮定が置かれ

ねばならない。そこで，これらの前提条件を

はずして，一般的均衡分析のフレームワーク

を用いる場合にも社会的余剰の概念を用いた

社会厚生の評価を行いえないかについて，多

くの経済学者が検討を加えて来た。この際の

第一のネックは必要情報量が膨大になること

である。一般均衡においては投資効果は価格

体系全体に及び，全ての市場の需要・供給曲

線を変化させる。従って，社会的余剰を計測

するには投資の前後での価格体系の変化に加

えて全ての需要・供給曲線の形状が計測可能

でなくてはならない。しかも生産者余剰の場

      などから生ずると考えられる。

        また，完全な価格差別が可能であれば生産者はＤＥＳだけの生産者余剰を得るから，固定費

      が存在しても社会厚生と採算性は正確に対応する。これに対して通常の一律価格に限界費用価

      格形成では，公共部門に赤字が発生してしまう。

（注７）  機会費用の概念は，経済学において最も重要かつ根本的である。Ｓｔｉｇ ｌｅｒ (1971)，倉沢 (1983)

      など参照のこと。

（注８）  消費者余剰の経路独立性が満足される条件，及び消費者効用の正確な代理値となりうるため

      の条件を検討する文献は膨大であり，到底限られた紙幅で展望することはできない。興味ある

      読者は，奥野鈴村(1985)第13章とそこで挙げられた文献にあたられるのがよい。

合には，情報収集の問題さえ解決できれば一

般均衡への拡張は可能であるが，消費者余剰

の場合，経路独立性（ｐａｔｈ ｉｎｄｅｐｅｎｄｅｎｃｅ）

という，更に重大な困難が生ずる。一般均衡

的には財の需要量は全ての価格に依存するの

であるが，投資の結果これら全ての価格が変

化すると，どの価格の変化の効果から評価す

るかによって消費者余剰の大きさが違ってし

まうのである(注 8 )。このように社会的余剰

概念の一般均衡モデルヘの拡張には著しく困

難が伴うと結論できよう。

  なお近年Ｗｉｌ ｌ ｉｇ(1976）によって，近似的

な社会厚生指標として消費者余剰を再評価し

ようとする研究が行われている。そこでの結

論の大筋を述べれば，諸価格の変化の順序を

適当に固定してやる時，検討している財の所

得効果が消費者の所得全体に比べて十分に小

さい限りでは例え交叉効果が存在したとして

も消費者余剰は真の社会厚生を十分良く近似

できるというものである。

第２*章

  消費者の効用関数は，

という形で書けると仮定する。第１財がニュ

メレールで，その価格を１とすると，効用極

大化条件（１－２）は，

と簡単化できる。ｕ i´の逆関数を(ｕ i´)－1

とすると，Ｘ i＝(ｕ i´)－1(Ｐ i)がｉ財の需要
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関数であり，Ｐ iのみの関数となる。ｉ財の

限界効用逓減の仮定によってｕ I”＜０，と

すれば｛(ｕ i´)－1｝'＜０であるから，需要

曲線が右下がりになる。

  代表的企業の転形関数は，

する可変費用，

に等しいため，可変費用は供給曲線の下の部

分の面積として示される。

  社会厚生の極大化は，(２－３)と需給均衡

条件Ｘ＝ X ＋ｙを与件として，(２－１)を極

大にするような資源配分であるが，(２－３)

とＸ＝ X ＋ｙとを(２－１)に代入すると，

(ただし生産効率性の条件より，(２－３)は

等号で成立する｡)

という形に書けると仮定する。これより企業

の利潤極大化の一階の条件は，

となり， 社会厚生を極大にするには

各々の市場について，'Ｕ i(Ｘ i)－Ｔ i (Ｘ i－

X i）を極大にすればよいことになる。つま

り，各市場ごとに社会的余剰を極大にするこ

とが，経済全体の社会厚生を極大にすること

と整合的にする。(Ｘ i )に等しいため，効用は需要曲線の下の

部分の面積で示される。ｙ＊

ｉだけの財を生産

Ⅲ．指数の理論

  前章では，固定費用を伴う平掬費用逓減型

の産業に関して採算性基準を用いた評価がで

きないことを明らかにするとともに，これに

代替すべき社会的余剰基準は，一般均衡的に

は著しく制約の多い基準であることを見た。

平均費用逓減型の産業への投資にも利用でき，

かつ一般均衡においても有効な投資基準とし

て期待されるのが指数の理論(ｔｈｅ  ｅｃｏｎｏｍｉｃ

ｔｈｅｏｒｙ ｏｆ ｉｎｄｅｘｎｕｍｂｅｒｓ）である。

  指数の理論はＰ．Ａ．Ｓａｍｕｅｌｓｏｎの顕示選好

理論にもとづいており，その基本的着想は次

のようなものである。今，二つの時点０，１

での価格－消費の体系（ (Ｐ O ，Ｘ O ) 及び

（Ｐ1，Ｘ1）を考える。このとき，Ｐl TＸ l

≧Ｐ l TＸ 0が成立するならば，Ｕ(Ｘ 1 )≧Ｕ

(Ｘ0)，つまり，時点１での消費者の効用は

時点０でのそれよりも高いか少なくとも同じ

であろう。なぜなら価格体系Ｐlの下で消費

者はＸOという消費が可能であるにも苛らず

あえてＸ1を選択しているからである(注 9 )。

同じ理由で，Ｐ 0 TＸ O≧Ｐ 0 TＸ 1ならば，Ｕ

(Ｘ0 )≧Ｕ(Ｘ1 )である。従って，Ｐ1 TＸ 1／

(注 9 )  やや強い，しかしながら標準的な消費者選好の仮定の下で，P l T X 1 ＞ P 1 T X 0 ならば U ( X 1 )

      ＞U(Ｘ0 )である。Ｄｅｂｒｅｕ (1959)ch ４  参照。顕示選好理論の厚生評価問題への応用は，Ｓａｍｕ -

      ｅｌｓｏｎ(1950) に始まる。Ｓａｍｕｅｌｓｏｎ (1961) は更に通時的経済への理論の拡張を試み，ＧＮＰの

      厚生経済学的意義を明確にした。同じ方向の研究としてＷｅｉ ｔ ｚｍａｎ ( 1 9 6 7 )  をも参照せよ。指

      数の経済理論を紹介するテキストブックとしてＤｅａｔｏｎ  ａｎｄ  Ｍｕｅｌ ｌｂａｕｅｒ ( 1981 )，より専門的か

      つ包括的な展望としてＤｉｅｗｅｒｔ(1980) を参照せよ。
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Ｐ1 TＸ O≦１ならば，時点０から１への移行

は経済厚生上有益と考えられる。逆にＰ 0 T

Ｘ 1／Ｐ0 TＸ O≦１ならば，この移行は経済厚

生上望ましくない。

  この式の左辺は，それぞれパーシェ型数量

指数(Ｐａａｓｃｈｅ ｑｕａｎｔｉｔｙ ｉｎｄｅｘ)及びラスパイ

レス型数量指数(Ｌａｓｐｅｙｒｅｓ  ｑｕａｎｔｉｔｙ ｉｎｄｅｘ)

に他ならぬことから，このアプローチを指数

の理論と称するのである。

  時点０と時点１とが投資プロジェクトの実

行前，実行後に各々対応すると考えてみよう。

投資実行後の価格体系Ｐlをもとに評価した

パーシェ型数量指数が１を上回れば，投資は

経済厚生に正の貢献を為したことになる。ま

た，ＰOをもとに評価したラスパイレス型数

量指数が１を下回れば投資は経済厚生に正の

貢献を為したことになる。なお，現実に観察

されるのは，消費の絶対量Ｘではなく，フ

ローとしての消費Ｘ－ X であるが，資源賦存

量Ｘが投資の前後で不変であれば，Ｘ－ X に

対する数量指数書幅
X)(Xp

)X(Xp
01T

11T

−
−

≧1を使用し

ても同じ結論になる。

　指数の理論は投資前後の価格・消費体系の

情報を必要とするのみであるから，需要－供

給曲線の形状全体の情報を必要とする社会的

余剰分析よりもはるかに要求情報量が少ない。

指数理論の問題点は投資プロジェクトの採否

に関して一定の十分条件を与えるにとどまり，

必要十分条件を与えることができない点にあ

る。プロジェクトの結果，採否いずれの基準

も満足されないような広範な領域が存在し，

それらの計画については指数基準は何事も語

ることができないのである。

  指数投資基準に，需給均衡条件(１－６)を

代入すると，

という書き換えができる。(３－１)は「公

共投資により発生する事後価格で評価した利

潤が同じく事後価格で評価した既存企業の利

潤の減少分を上回れば投資は社会的に有意義

である｡」と読める。更に，経済が完全競争

的であると仮定すれば，企業の競争的利潤極

大化の仮定より，Ｐl Tｙ 1≧Ｐ 1 Tｙ 0であるか

ら，事後価格にもとづく，公共投資収益が正

であれば，そのようなプロジェクトは必ず社

会的に有意義である。また，事後価格にもと

づく公共投資収益が負であっても，事後価格

で評価した他の既存企業の利潤が公共事業の

損失を補いうるならば，この投資プロジェク

トは依然として社会的に有意義である。

  同様な議論は（３－２）にもあてはまる。

まず（３－２）は，「事前価格で評価した公

共投資による発生する利潤が，事前価格で評

価した既存企業の利潤減少分よりも少なけれ

ばこのような投資は社会的に有意義でない」

と読める。更に経済が完全競争的であれば企

業の利潤極大化の仮定よりＰ0 Tｙ 0≧Ｐ 0 Tｙ 1

であるから，事前価格の下で公共投資収益が

負であればそのような投資は必ず社会的に望

ましくない。

  従って，事後価格で評価した公共投資の採

算性が，社会厚生低下の十分条件であること

より，完全競争の下では採算性と社会厚生の

間に一定の関係が維持される。しかしこの関

数は，第１章の価格体系が連続的にのみ変化

する場合と比べるとはるかに弱い関係と言え

る。また，投資採用の基準であるＰ 1ｙ G≧

０がわかるには事後価格の体系が必要となる

が，これを事前に知ることは難しいであろう。

  なお（３－１），(３－２)そのものは，既

存企業の生産計画の変化についての情報が必

要なので，より算定が難しいが，単なる採算

性基準よりも投資採否が不決定になる範囲が

せまく，また，完全競争の仮定に依拠しない

点でも優れている。小規模計画においては無

視すべき情報であった他企業の生産計画の変

更と利潤の変化が，大規模計画の評価の際に

は決定的な役割を果たすことは興味深いと言
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えよう(注10)。

Ⅳ．次善理論とシャドープライシングルール

  本章までは主として完全競争経済を前提に

して議論を進めて来たが，本章では超過負担

をもたらす租税が存在する経済において次善

（ｓｅｃｎｄ－ｂｅｓｔ）の公共投資基準がどうある

べきかを検討する。この際，第２章の社会的

余剰基準は，部分的衡分析の仮定を維持する

限り次善経済においても容易に応用可能であ

るし，また第３章で論じたように指数基準も

また不完全競争の仮定の下でも成立しうる。

これに対して採算性の基準は，次善経済にお

いてはもはや一般には成立しえない。間接税

の存在下では，そもそも消費者価格と生産者

価格が乖離するから，いずれの価格を用いて，

採算評価を行うべきかが明らかでないであろ

う。そこで，本章では小規模計画を次善経済

において評価するための公共投資基準を説明

する。

  まず，価格の歪みの存在しない最善の経済

における利潤の厚生的意義を部分的衡分析の

内部で図３を用いて解釈し直すことから出発

しよう。歪みの存在しない経済では元々の均

衡は需要と供給との均衡するＥ0点である。

ここでｑGだけの財が公共部門の手で市場に

供給されるならば，均衡はＥ1へて移行し，

価格はＰOからＰ1へ，財の総供給量はｑ0か

らｑ1へ変化する。このような公共投資が社

会にもたらす便益は，消費がｑ0からｑ1に増

加することで消費者が新たに追加的に獲得す

る効用の増加分ｑOＥ OＥ lｑ 1と，価格がＰ 0

からＰ1へ下落することによって私的企業が

生産をｑOからｑ+へと縮小することによる費

用節約の便益ｑ+Ｅ+Ｅ 0ｑ0の二つに分けられ

る。これら二つを足し合わせた，ｑ+Ｅ +Ｅ 0

Ｅ 1 ｑ 1 が投資便益といえる。これに， 2
1

(Ｐ 0－Ｐ 1 ) (ｑ O－ｑ + )と 2
1 (Ｐ 0－Ｐ 1 ) (ｑ l

－ｑO）を加えると，公共投資収益ＰOｑGが

得られるが，上の二つは小規模計画において

は，高次の微少として無視できるため，投資

便益を収益によって評価することが正当化さ

れるのである。

  同様の解釈を税制など価格の歪みの存在す

る経済にも応用してみよう。このような次善

経済においては消費者価格と生産者価格とは

均等でなく，〔図4〕の場合公共投資前には，

ＰOとＰOだけ，また投資後にはＰ1と P 1だけ

乗離している。このときの公共投資便益は消

費者の効用の増加にもとづくｑOＥ0Ｅlｑ1と

生産者価格の値下げにもとづく私企業の生産

量及び費用の減少分ｑ+Ｅ + E~ ｑOの和，ｑ+

Ｅ+ E~ Ｅ0Ｅlｑ1であらわされる。この面積は,

微少部分を無視すれば P 0 (ｑ O－ｑ + )＋Ｐ 0

(ｑ1－ｑO)で近似できるであろう。つまり，

公共投資の便益効果のうちで，消費増部分は

消費者価格で，生産減部分は生産者価格で評

価された利益により正しい便益を評価できる

のである。従って，消費者価格による収益

ＰOｑGは便益を過大推定し，逆に生産者価格

による収益 P OｑGは便益を過少推定してしま

う。

  この結論は，次のように二様に解釈するこ

とが可能である。第一にもしも生産者価格と

消費者価格の乖離が間接税でもたらされてい

るとすれば， P O ( ｑ 0 －ｑ + ) ＋Ｐ O ( ｑ 1 －

ｑO）は，生産者収益 P 0ｑ Gに税収の増加を

加えたものである。従って，次善経済におけ

る採算性基準はプロジェクトによる収入に加

(注1 0 )   指数の経済理論と企業利潤との関連についての研究は根岸 ( 19 6 0 )  第３章に始まりＨａｒ ｒ ｉ ｓ

        (1978) により拡張された。不完全競争経済についてはＴｓｕｎｅｋｉ(1985) 参照。
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え て 税 収 を 含 め て 採 算 性 が あ る か 否 か

よってプロジェクトの採否を決めるべきであ

るという解釈がある。第二に消費者需要の価

シャドープライスに使用することを要求して

いる。また最適課税問題との関連では，もし

も物品税体系が最適に決定されていれば生産

要素に対するそれ以外の産業間の差別的要素

課税は望ましくない，というように解するこ

ともできる。この結論は直観的には次のよう

に理解できる。消費税率を全てコントロール

できるならば，公共部門は一定の税収確保を

前提とした上で最も望ましい消費者価格の体

系を選択できる。ところが利潤収入が存在し

ない状況では，これらの消費者価格体系が消

費者効用の唯一の決定要素である。従って生

産非効率点でも生産効率点でも同一の消費者

価格体系を構成できる以上は必ず後者の方が

高くなる。これに対して，或る種の財の税率

を最適化できない場合には，生産非効率性に

よって課税できない財の供給量を変化させる

ことにより，間接的課税を行う効果が生じて

社会厚生を改善する可能性が生ずるのである。

　このようにＨａｒｂｅｒｇｅｒとＤｉａｍｏｎｄ ａｎｄ Ｍｉ-

ｒ ｒ ｌｅｅｓは両極端と言える仮定を立ててかなり

明解な結論を導いている。現実は，この中間

であって，個人間の所得移転も変更できる消

費税率も部分的であろう。このような場合に

は，公共投資のシャドープライシングルール

はどの政策変数が変更可能かに依拠して様々

になり，一般的なルールを見出すことは殆ど

不可能である。しかしながら，モデルを簡単

化して扱う問題ごとにシャドープライシング

ルールを見出すことは可能な場合もありうる
(注12)と

  第４*章

  第１*章のモデルを拡張してＨａｒｂｅ ｒ ｇｅ ｒ加

重平均ルールを導出しよう。Ｎ個の財のうち

の最初の財をニュメレール財と考え，その価

格Ｐ1＝１と正規化する。消費者価格の体系

らわされる。すなわち，生産者価格と消費者

価格の加重平均値が公共投資の真のシャドー

プライスとなる。この定式化には創始者の名

にちなんでＨａｒｂｅｒｇｅｒの加重平均ルールと呼

ばれている(注11)。

  このＨａｒｂｅｒｇｅｒの加重平均ルールは，部分

均衡の仮定をおとし，財の数を２財以上に拡

張しても計算可能な般的ルールである。た

だしこの場合の算式は単純な加重平均という

ものだけでなく，複雑である。第４*章でこ

れらを形式的に厳密に展開する。Ｈａｒｂｅｒｇｅｒ

のルールの基本的仮定は，各消費者への所得

移転を自由に行うことができ，その一方で価

格のディストーションは不変であるという点

にある。全ての個人の所得移転が自由に行い

うるという前提は非現実的であるが，この前

提はＨｉｃｋｓ－Ｋａｌｄｏｒの補償原理の思想と結合

しており，第７章でその意義を論じよう。

  Ｄｉａｍｏｎｄ－Ｍｉｒｒｌｅｅｓ(1971) はＨａｒｂｅｒｇｅｒ

と全く反対に，全ての間接税が最適に選択で

きるが，消費者への所得移転を行えないとい

う前提の下で公共投資基準を考察した。その

結論は生産に関する収穫一定もしくは企業利

潤への100％課税が可能な状況では経済全体

の生産効率性(ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ)が次善

最適の必要条件となるというものである。こ

のことは，公共投資問題との関連では，公共

投資に関して民間企業と同一の生産者価格を

（注11）   加重平均ルールはＨａｒｂｅｒｇｅｒ (1973) で提案された。第一の解釈はＨａｒｂｅｒｇｅｒ (1974) によっ

        て提示された。

（注1 2）   シャドープライニング・ルールに関する展望論文には，Ｂｏａｄｗａｙ ( 19 75 )，Ｄｉｅｗｅｒ ｔ ( 19 8 3 )，
        Ｄｒｅｚｅ ａｎｄ Ｓｔｅｍ(1986)などがある。
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が含意されるのはＷａ ｌ ｒ ａ ｓ '法則の効果であ

る。(４－１)～(４－３)の体系は，税体系ｔ

と公共投資ｙG，効用ｕを与件として，Ｐ
*と

ｇ，Ｒを内生的に決定するが，このうち(４

－２)及び(４－３)にはｇがあらわれないの

で(４－１)をｇの定義式として分離し，(４

－２)，(４－３)から成る体系がＰ*，Ｒを

決めると考えてよい。

  (４－２)，(４－３)を内生変数について全

微分すると，期首においてＲ＝０，ｙG＝0 N

とすればｄＲ＝Ｒ，ｄｙG＝ｙGであるから，

ｙ＊

Ｇ，で表わされる。(４－１)から(４－３)

によって，政府予算制約式

財需給の均衡条件式には，ニュメレール財以

外の価格ないし数量ヴェクターを＊であらわ

すならば，
Ｎ－１行列である。

(４－７)式より，Ｒ＞０となり公共投資が

社会的に有用であるための条件は直接の投資

収益ＰTｙGに税収の増加ｔ
T  dP*を加え

た額が正であることになる。

更 に ( 4 - 6 ) よ り ，

をｊ行ｉ列要素とするＮ×

が成立する。このうち(∂Ｘ1／∂ｑ
*)は，∂

Ｘ1／∂ｑ i (ｉ＝２，…，Ｎ)をｉ番列とす

る行ヴェクター，∂Ｘ*／∂ｑ*は∂Ｘj／∂

ｑ i，ｉ，ｊ＝２，…，Ｎ)をｊ行ｉ列要素

とする(Ｎ－１)×(Ｎ－１)行列であり，∂

ｙ1／∂Ｐ
*，∂ｙ*／∂Ｐ*も同様に定義され

ている。(４－５)，(４－６)と，補償需要

関数及び供給関数の価格に関する一次同次性

の性質を利用すると，

が成立する。ただし， ∂Ｘ／∂ｑ*は，∂

が成立するからこれを(4-7)に代入すれば，

(４－９)はＢｒｕｃｅ  ａｎｄ  Ｈａｎｒｉｓ(1982)によ

る一般化されたＨａｒｂｅｒｇｅｒの加重平均ルール

で、ある。実際(４－９)において税体系を

ｔ1＝０とノーマライズし生産消費のいずれ

も交叉価格効果が存在しなければ，公共投資

基準はＨａｒｂｅ ｒｇｅ ｒの元来の加重平均ルール

帰着する。

をｑ＝(ｑ1，ｑ2，…，ｑN)
T，税体系をｔ＝

(ｔ1，ｔ2，…，ｔN)
Tとすると，ｑ＝Ｐ＋ｔ

である。Ｈａｒｂｅｒｇｅｒの基本仮定によって，政

府は所得移転を自由に行う能力があるので，

代表的消費者の効用水準uを公共投資前後で

一定に保つように消費者への所得移転ｇを決

めることができる。公共投資とともにｑの水

準を調節した後に，政府が正の収入Ｒを持っ

ていれば，この還付によって消費者の効用が

改善するので，このプロジェクトは社会的に

有用と見なしうるであろう。

消費者の予算制約式は，
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(注13) 公共財の諸概念や分類については，Ａｔｋｉｎｓｏｎ－Ｓｔｉｇｌｉｔｚ(1980)ch16の説明が優れている。公

      共財供給に伴う誘因両立性の問題は同書の他，Ｌａｆｆｏｎｔ(1986) の展望論文を参照されたい。

Ⅴ．ヘドニック・アプローチ

  これまでの議論では，全ての財の市場が完

備し，外部経済，不経済が存在しないことが

前提となっていた。しかしながら，市場の失

敗のうち費用逓減や価格の歪みの問題と並ん

で外部性は最も重要であり，公共投資の最も

重要な役割のひとつは公共財のような外部性

を持つ財を供給することにあると言える。

我々はこれまで公共投資便益の推定に市場価

格を利用する手法を検討して来たのであるが,

外部性とはそもそもそのサービスに対して市

場が設定不可能であることを意味しているか

ら市場価格情報の利用は不可能であり，直接

に消費者に外部経済・不経済の価値を聴取し

て便益算定を行わねばならない。このことは

単に必要情報量が禁止的に多くなるという実

行技術上の問題のみならず，消費者は外部性

に伴う便益を偽って報告して公共投資を自分

に有利な水準へと操作しようという誘因を与

えてしまうため真の投資便益が把握できない

という根本的困難を生み出してしまう(注1 3 )。

  これに対して，ヘドニック・アプローチは

一定の前提の下では，外部効果の査定に市場

価格情報を使用することが可能であると主張

する。なぜなら，我々は品質の高い財がより

低品質の同一種の財よりも高い価格で流通す

るのを経験的に知っているが，これと全く同

様に外部効果にもとづくサービスはその消費

と不可分な私有財の価格に反映されるはずだ

と考えることができるであろう。通常このよ

うな外部効果の消費と不可分な財は土地の

サービスであると考えられる。例えば、公園

や道路のような一定地域の住民にのみ便益を

もたらす公共財を利用するには，その土地の

サービスを購入することが不可欠である。あ

るいは，新幹線の騒音という外部不経済の消

費は，その沿線の土地サービスの購入がなけ

れば発生しえない。従って，公共財のサービ

スが行われると，その地域の地代は需要の増

加によって上昇するし，逆に外部不経済の発

生する地域では需要が減少して地代が下がっ

てしまう。すなわち，地代の変化によって外

部性を伴う公共投資の便益が地代の上昇に帰

着するのである。このような便益帰着が厳密

に生ずるための第一の条件は公共投資が国内

の或る一定地域のみに及ぶことである。もし

も便益が一国全体に及ぶならば特定の土地の

地代上昇は生じえない。従って，公共投資は

Ｓａｍｕｅｌｓｏｈ型の純粋公共財ではなくＴｉｅｂｏｕｔ

型の地方公共財の供給でなければならない。

第二に，住民の地域間移動は自由かつ無費用

でなければならない。もしも地域間移動が不

可能であれば，公共投資により便益を受ける

地域の需要は変化しないから地代も上昇しな

い。移動費用がかかるならば，他地域の住民

は，公共投資便益の他に引っ越しの費用をも

考慮してこの地域の土地サービスヘの需要を

決めるので，公共投資便益の全てを反映する

程は地代は上昇しない。第三に民間企業は収

穫一定の生産技術を持ち，長期的には超過利

潤がゼロになるように競争的に行動している

と仮定される。もしも民間企業の利潤が存在

すれば，公共投資便益の一部は利潤もしくは

生産者余剰の増加に帰着し，地代の増加に反

映されない。第四に公共投資の生ずる地域は

経済全体と比べて十分に小さいため公共投資

が生じても他地域の効用は一定であり，住民
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(注 1 4 )  ヘドニック・アプローチの基本的文献はＲｏ ｓ ｅ ｎ ( 1 9 7 4 )  である。ヘドニック・アプローチを

      空間的外部性 (ｓｐａｔｉａｌ  ｏｒ  ｕｒｂａｎ  ｅｘｔｅｍａｌｉｔｉｅｓ )  のコントロールヘの応用を行った文献にＫａｎｅ

      ｍｏｔｏ(1980) がある。

移動の結果として当地域の効用水準は他地域

の効用と等しくならねばならない。これに対

して，公共投資が経済全体の効用増加に無視

できない影響を与える程大規模なものであれ

ば，当地域の地代上昇は投資便益の過少推定

値になるであろう。

  以上のような理想的な前提が満足された場

合には，投資便益は地代上昇に正確に反映さ

れる。公共投資が公共財の供給の形を取る場

合，公共財が消費者が得る便益（部分均衡の

場合消費者余剰のこと）の全体が地代上昇率

と一致する。また，収穫逓増財の供給の場合

にも，料金支払い後に消費者が受け取る純便

益（消費者余剰）の大きさは，地代上昇率に

一致する。

  従って，このような場合，地代上昇分と公

共投資の差を極大にするように公共投資を行

うとともに公共投資の費用を地主が獲得した

土地値上がり益の徴税によってまかなうとい

う開発利益還元のアプローチにより最適な公

共投資水準の実現と投資費用の回収が可能に

なる(注14)。

であらわされる。さて，公共投資によって公

共財Ｇが増加するとき，効用水準は常に不変

であるという仮定によって，

という関係が成立する。これに(５－２)を代

入すると

ｒ) 1であるから，これを(５－４)に代入

し整理すれば，

となる。この両辺に，この地域の人口ｎを乗
じ，更にｎlは，この地域の総面積 L に等し
くなることに着目すれば

が成立する。この左辺は，各消費者の公共財

への限界便益(∂Ｕ／∂Ｇ)／(∂Ｕ／∂Ｃ)

に地域人口を乗じたものであるから，公共財

の限界便益をあらわしている。これに対して

右辺は，公共財の供給に伴う，この地域の地

代増加総額を示すから，公共財の外部性に伴

う全ての便益は地代の上昇分に帰着したこと

になる。

第5*章

  経済には，同様の効用関数Ｕ（Ｇ，Ｃ，１）

と同一の所得mを持つ十分多くの消費者が存

在する。ここで，効用関数の各項はＧが公共

財，Ｃがニュメレールである私有財，１が宅

地のサービスである。各消費者は，予算制約

式，

の下で上の効用関数をC，1について極大に

するから，この一次条件は，所得の限界効用

をλとすると，

(５－６ )に代入すると，周知の Ｂ ｏｗ ｅ ｎ -

Ｓａｍｕｅｌｓｏｎによる公共財の最適供給条件が満

足されるので，最適な公共投資が実現するこ

とになる。
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  既に第１章で指摘したように，我々は財を

物理的特性のみならず時点によって区分する

ことを前提した。この結果，全ての時点にお

ける全ての財の市場が完備しているという前

提の下では我々の結論は異時点経済( Ｉｍｔｅｒ ｔ

ｅｍｐｏｒａ ｌ  ｅｃｏｎｏｍｙ）に関しても当然に成立

する。しかしながら，公共投資基準が異時点

間の投入産出関係であることの重要性に鑑み,

前章までの公共投資基準が，異時点経済のコ

ンテストにおいてどう解釈できるかを触れて

おくことは有意義であろうと思われる。

  そこで全部でＮ個の財(ｉ＝１，２，…，

Ｎ）が存在し，時点がＴ期間(ｔ＝１，２，

…，Ｔ）に渡る異時点経済を考えよう。ここ

で最も重要な問題は，各時点における各財の

‘真の’価格を見出すことである。すなわ

ち，各時点において第１財の価格を１と正規

化するときＮＴ個の財の，各時点の市場で観

察されるスポット・プライスをＰｔ

ｉ（ｉ＝１,

…，Ｎ，ｔ＝１，…，Ｔ）とすれば，この

Ｐｔ

ｉが経済学的に意味のある財価格である保

証は存在しないのである。

  ＮＴ個の財のうちのひとつをニュメレール

に選択しよう。ここでは第１時点における第

１財の価格Ｐ１

ｌ≡１と想定する。すると経済

学的に有意味な，財価格とはその財の消費を

断念することによって獲得できるニュメレー

ル財の量である。例えばｔ時点におけるｉ財

の真の価格ｐｔ

ｉは，第ｔ時点でｉ財を１単位

消費することを断念する代わりに獲得できる

ニュメレール財（第１時点における第１財）

の量である。まずニュメレール財について考

えると，このスポットプライスを１に正規化

する約束であるから，１≡Ｐ １

１＝Ｐ
２

１＝…＝

ＰＴ

１とすると，第２期における第１財の消費

１単位を断念することで獲得できる第１期の

消費財はニュメレール財を第１期から第２期

まで貸借する利子率をｒｌ

ｌとすれば，高々

1＋、{にすぎない。従って，p呈≡1＋、}で

ある洞様にして，pf一(、、r、×1、お，(1、、})

t＝1，…，Tという関係が成立する。特に

パ＝r1で一定という場合，pI＝(!＋一、、一1

Ⅵ．異時点経済

　一般に利子率は全ての財について定義可能

だが、全ての財の価格はスポットプライスの

体系とニュメレール財の利子率の体系のみで

表現できる。なぜならt時点におけるｉ財と

という関係が成立するからである。これより

経済的に有意味な，真の異時点間の財の相対

価格の体系は各時点における財のスポットプ

ライスをニュメレール財の利子率を用いて割

り引いたものであることがわかる。

  我々が第四章までに論じた諸基準を異時点

経済へと拡張する場合に割引価格の体系（６

－１）を使用することが重要である。第１章

での採算性基準，第３章の指数基準における

企業利潤の変化を評価する場合，将来時点で

発生する利潤は利子率を用いた割引きが必要

である。公共投資の査定において決定的なの

は一期間の収益ではなく、将来時点までの収

益流列の割引き現在価値なのである。第２章

で述べた社会的余剰基準の場合にも同じよう

に，将来時点で発生する余剰流列の割引現在

価値が公共投資基準のための必要情報である。

  ここまでは将来収益もしくは便益の市場利

子率を用いた割引きを正当として来たが，こ
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のための前提は言うまでもなく資本市場の完

全性と将来に関する完全な予見(ｐｅｒ ｆｅｃ ｔ ｆｏ ｒ

ｅｓ ｉ ｇｈ ｔ )である。現実の資本市場は様々の統

制や各経済主体の予測の誤りにもとづく価格

の歪みとともにあるため，このような次善性

の下では市場利子率による割引きは必ずしも

適切と言えない。ここでは第４章で説明した

Ｈａｒｂｅｒｇｅｒ加重平均ルールが再び有効になる｡

簡単のために(４－10)を二財のケースに限定

して

敗によって，消費者の直面する将来財価格は

ｑ2＝ ρ+1
1 (ρ≠ｒ)であるとする。このと

き，一般にｒ＞ρが成立している可能性が高

い。第一に通常家計は貯蓄主体であり，企業

は投資主体であるが，金融機関が中介による

利益を得るためには，貸付利子率よりも借入

利子率が高くならねばならない。第二に，貸

付利子への利子課税によって，税率分だけρ

はｒより下がる。この結果，ｑ2＞Ｐ2という

関係が成立するため，最適に比して過少貯蓄

の状態が生じている。この場合，公共投資収

益の評価にあたって加重平均ルールがあては

められねばならないので，割引率はρとｒの

中間となり，民間企業の生産における資本の

限界効率よりも低い割引率を用いて公共投資

の採算を評価することが正当化できるのであ

る。

と書き直し，ｄｙG1を一期目における公共投

資(符号は負)，ｄｙG 2が将来時点で投資から

得られる財の生産量と解釈しよう。(６－

１）の定式化に従えば，市場利子率をｒとす

ると，Ｐ 2＝ r1
1

′+ であり，資本市場の失

Ⅶ．結論に代えて－公共投資基準と所得分配

  本稿では，公共投資のためのガイドライン

となるべき公共投資の諸基準を様々の前提の

下で導いて来た。そこでのひとつの決定的仮

定は代表的消費者の仮定を置くことにより，

この消費者の効用水準を社会厚生の水準と同

一視して来たことである。言うまでもなく現

実には様々の消費者が存在するために代表的

消費者という前提は成立をしないであろう。

それでは，このような現実を前にしてこれま

で提示されて来た公共投資諸基準は無意味な

ものとして排除されるべき性質のものであろ

うか。この点について伝統的な新古典派経済

学においては二重の回答が用意されている。

  第一に異質な複数の消費者の存在する経済

における公共投資において，採算性，社会的

余剰，指数基準，Ｈａｒｂｅｒｇｅｒ加重平均ルール

などの基準を適用する。この際社会的余剰の

計測においては市場需要曲線を用い，またＨ

ａｒｂｅｒｇｅｒのシャドープライスの計測のための

需要，供給の価格弾力性も市場需給のそれら

を用いるとしよう。これらの公共投資基準を

満足しうるような投資計画であって，かつ投

資の実行とともに全ての個人間の所得移転を

完全に行いうるならば，この投資計画とある

適当な所得移転計画の組み合わせによって全

ての個人の効用を改善することが可能になる

という意味でこれらの投資基準は複数の消費

者の存在する経済でも依然として社会的に有

用なのである。

  この第一の回答に対する自然な反論は，一

括固定額による所得移転は現実にはほとんど

不可能であり，しかも経済全成員の公共投資

にもとずく得失をいちいち調べて所得補償の

プログラムを用意することは著しく非現実的

であるというものであろう。実際我々の提示

した公共投資基準の利用における重要な魅力

は，それらが集計的な市場データのみにもと

づき計測できる点にあるが，個人間の所得補
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償のプログラムを形成するにはそれらの市場

データを個人間に分解して，ひとりひとりが

享受する投資便益と費用負担とを計算せねば

ならない，という事態に陥っててまう。

  この点に鑑みて新古典派経済学が採用した

厚生経済学上の指針がＨｉｃｋｓ－Ｋａｌｄｏｒによる

補償原理である。この主張は，「もしも公共

投資の結果，適切な所得移転によって全ての

個人の効用を改善できるならば，例え現実に

この補償行為が行われなくとも投資の実行を

社会的に容認すべきである。」とする。この

立場に対する評価は極めて難しいが，所得の

適切な移転に限界がある以上，公共投資基準

に限らず経済学者が経済効率性の観点から行

う政策提言の背後には必ずこの考え方が多か

れ少なかれ潜んでいることは留意してよい。

例えば経済効率性の改善のために産業構造の

転換促進が提言されれば，必ず衰退産業の労

働者の失業が深刻な社会問題になる。これら

の労働者への十分な補償ができなければ，そ

れでもなおかつ政策を推し進めるべきとだと

いう主張は，補償原理の精神にもとづくと言

えよう。これに対して，経済政策の結果とし

て所得分配が悪化してしまう‘犠牲者’たち

の厚生を重視する立場からは経済効率の改善

を犠牲として社会的富の分配の安定性を保守

することが主張されるため，このような政策

提言は，決して容認できないのである。一括

所得移転が不可能ないし極めて不完全な状況

では，我々は常にこのような効率と平等との

競合的選択（ｔｒａｄｅ－ｏｆｆ）に直面することを

余儀なくされていることを十分認識しておく

ことは，現実の公共投資活動の選択に際して

も極めて重要である。
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